








































































項目 著者、出所 題名 備考

Ⅰ．歴史部門

球第１６１６部隊経理部長が大浜村長に宛てた
「土地代価ノ支払ニ関スル件通牒」

『軍極秘』佐世保海軍建築部長が沖縄県知事に宛てた
「用地買収ノ件委託」

「土地売買価格評価調書」（昭和１８年８月）

「小禄飛行場地上物件坪当リ評価標準表」
佐建部長が佐経理部長に宛てた
「臨時資金前渡官吏任命ノ件照会」

沖縄県経済部長が佐世保海軍施設部会計課長に宛てた
「土地代金支払促進ニ関スル件」

沖縄県の総務部長送信の「土地調査事務通牒」（１９４７年１０月）

財政部長が首里市長に宛てた「旧日本飛行場敷地土地所有権申請」

宮古郡平良町長宛の通牒（昭和１９年３月２９日、海軍）の写し

土地返還証（ 八重山群島政府知事から仲宗根弘氏宛、他）

沖縄戦関係資料閲覧室 第５０飛行場大隊陣中日誌（昭和１９．８）、
要塞建築勤務第７中隊陣中日誌（昭和２０．２）　　　等

別途、資料目録作成

県、市町村史 県・市町村 『沖縄県史』、『那覇市史』、『那覇市概観』、『小禄村誌』、『佐敷町史』、『南
大東村史』、『読谷村史』、『嘉手納町史』、『平良市史』、『上野村誌』、『下地
町誌』、『白保村風土記』、『石垣市史』、『竹富町史』の中で沖縄戦に関連する必
要箇所

関連部分複写

沖縄戦研究Ⅰ（沖縄県教育委員会、１９９８年１０月）
沖縄戦研究Ⅱ（沖縄県教育委員会、１９９９年２月）

空から見た沖縄戦（２０００年１月）

沖縄方面陸軍作戦及び沖縄・台湾・硫黄島方面陸軍航空作戦
（飛行場建設関係経緯）

大田静男 『八重山の戦争』（南山舎、１９９９年６月）
石垣市総務部
市史編集課 平和祈念ガイドブック　ひびけ平和の鐘（１９９６年）

Ⅱ．地主の要望

旧軍飛行場用地問題の調査等に関する要請書 １１項目

旧陸軍飛行場用地問題の概要について
沖縄県基地対策室

沖縄県の旧軍飛行場の状況（平成１５年１２月作成）

那覇、読谷、宮古の地
主会 旧軍飛行場用地問題についての各地主会要望案の取りまとめについて（回答）

沖縄県知事公室長 「白保飛行場旧地主からの公開質問に対する回答」（『八重山毎日』（平成15年11月2
日）、 『沖縄タイムス』（平成15年11月18日、19日））

沖縄県基地対策室 旧軍飛行場用地問題が沖縄振興計画に盛り込まれた経緯に関する新聞記事や要請文、
付帯決議等一式

Ⅲ．裁判記録（嘉手納訴訟等）

裁判記録 嘉手納裁判 １審・２審・最高裁 冊子配付

1） ２審和解案 嘉手納裁判２審

「旧日本軍用地に関する請願書」

同請願関連資料　１、土地代価の支払いに関する件通牒

　　　　　　　　２、和解勧告書

　　　　　　　　３、旧日本軍接収用地調査報告書（抜粋）

　　　　　　　　４、戦時補償特別措置法（抜粋）

　　　　　　　　５、判決要旨

　　　　　　　　同請願書の署名簿

戦争・戦後補償裁判一覧表 孫振斗手帳裁判、
台湾人元軍属軍事郵便貯金時価支払請求訴訟、
千代田生命生保支払請求訴訟　　　　　　　　　　　等　計６６

Ⅳ．法制度等

同法解説・全文（昭和１２年９月）

土地代金其他基地代償五千円ヲ超過スル場合ニ於ケル大蔵大臣ニ報告ノ資料（昭和１
７年３月）

（略）陸軍の同法に関する「通牒」（昭和１７年６月）

（略）同法に関して大蔵次官が陸軍次官に宛てた文書（昭和１７年４月）

（略）同法第十條の二運用方針に関する要綱（昭和１７年４月）

（略）陸軍経理局長が大蔵国民貯蓄奨励局長に宛てた同法第十條の二施行に関する協
力（昭和１７年５月）

2） 戦時補償特措法関連 同法全文（昭和２１年１０月）

第九十回帝国議会衆議院　戦時補償特別措置法案（政府提出）外五件
委員会議事録（速記）第一回

3） 緊急開拓事業実施要領 （同要領の概要、全文、同要領に関する通牒）

財産管理に関する布告（１９４５年）

通信事業（１９５４年）

琉球電力公社の設立（１９５４年）

南部琉球軍政本部「軍用地の処分に関する件」（４号、６号、その資料）

沖縄県基地対策室 沖縄県公文書館におけるＵＳＣＡＲ文書

嘉手納・白保の地主会

２．旧軍飛行場用地問題　・　収集資料一覧

1） 旧軍用地の売買
　　関連資料

沖縄戦関連

嘉手納旧飛行場
権利獲得期成会

2）嘉手納　白保要請等

1）臨時資金調整法関連

4） 布令・布告

2）旧軍用地の所有権確認文書



Ⅴ．行政部門

１．戦後処理

　１）対米請求権関連 対米請求権問題の背景と解決の経緯について

（社）対米請求権記録
誌編集委員会 沖縄　対米請求権問題の記録（那覇出版、１９９４年３月）

　2）マラリア関連 八重山地域におけるマラリア犠牲者補償問題

マラリア問題の主要経緯

八重山地域マラリア慰籍事業進捗状況―副知事報告―

沖縄県 『戦時中の八重山地域におけるマラリア犠牲者の実態』（平成４年２月）

沖縄県生活福祉部 『八重山地域の戦時中のマラリア犠牲者に関する実態調査報告書』（平成２年３月）

八重山平和祈念館のあらまし

八重山平和祈念館 「マラリア関係略年表」（平成１４年３月）

　3）対馬丸 対馬丸遭難学童遺族特別支出金支給事務について

　4）シベリア抑留者 平和祈念事業特別基金とは

平和祈念事業特別基金等に関する法律（昭和６３年５月）慰労金の支給等について

  6）大蔵報告 大蔵省 「沖縄における旧軍買収地について」衆議院予算委員会に提出した資料（昭和５３年
４月）  7）土地調査報告 沖縄県土地調査事務局 『沖縄の地籍調査』（１９９３年３月）

沖縄県基地対策室 「旧軍飛行場用地問題県外調査の結果について」（平成１３年１２月）

沖縄県基地対策室 同事例に関する福岡空港地主組合の関係資料

田中防衛大学校教授に対するヒアリング。平成15年３月１３日
田中宏巳『米議会図書館所蔵占領接収旧陸海軍資料総目録』

県が実施

  9）宮古･石垣登記簿調査 沖縄県基地対策室 旧軍白保飛行場、及び旧軍宮古飛行場の登記簿調査（平成１５年６月集計）

  10）国有財産 国有財産管理調査セン
ター

国有地の有効活用による公的施設等の設置事例の調査研究
（平成１１年、平成１３年）その他

国有財産管理調査セン
ター

季報第３８号（平成１４年）

琉球政府八重山支庁総
務課

旧日本軍が接収した土地に関する資料（石垣市）

沖縄県基地対策室 土地代金支払調書

財務省理財局国債課 大東亜戦争割引国庫債券・大東亜戦争特別国庫債券・大東亜戦争国庫債券の発行額等
について

財務省理財局国債課 昭和十七年度発行国債 起債方法別
昭和十八年度発行国債 起債方法別
昭和十九年度発行国債 起債方法別

財務省理財局国債課 昭和４７年度中の既償還未払額を含む国債の名称別増減額
昭和４８年度中の既償還未払額を含む国債の名称別増減額
昭和４９年度中の既償還未払額を含む国債の名称別増減額

地域事例 読谷村飛行場転用基本計画（昭和６２年）

郵便貯金 外国為替管理法（昭和１６年４月１１日）
⇒昭和５４年「（財）郵便貯金住宅等事業協会」

復帰１０周年記念沖縄郵政事業史

（財）郵便貯金住宅等事業協会のご案内

『記念誌』（昭和５４年５月）

防衛研修所戦史室 沖縄飛行場資料（昭和１９年９月1日）

行政に関する法 国有財産法

農地法

普通財産取扱規則

沖縄県土地調査事務局 沖縄の地籍問題－経緯と現状－（昭和５０年3月）

沖縄県基地対策室 市町村別米軍基地・市町村別自衛隊基地（『沖縄の米軍及び自衛隊基地』2003年3月）

その他 来間泰男「旧日本軍接収用地問題－宮古・石垣の場合」
（『沖縄タイムス』（1978年1月10日、以下６回連続））

参考文献

布令・布告全４巻 アメリカの沖縄統治関係法規総覧(月刊　沖縄社　１９８３年５月）

土地連・３巻 土地連 土地連３０年のあゆみ
通史（１９８９年６月）・新聞収集編（１９８４年３月）・資料編（１９８５年８
月）

（財）郵便貯金住宅
等事業協会

  5）質問主意書

  8）県外調査報告

旧軍飛行場用地問題関係質問主意書（平成１１年度以降、同書の発言者は、上原康助
氏、遠藤和良氏、白保台一氏）
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